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都区のあり方検討委員会の設置について 

 
１．経緯 
平成１８年２月の都区合意に基づき、都の３副知事と特別区長会の正副会長

を中心とした「都区のあり方に関する検討会」が発足し、１１月に都区のあり

方に関する検討の基本的な枠組みや方向がとりまとめられた。これを受けて昨

年１１月の都区協議会において、都区のあり方について、より具体的な検討を

すすめるため、都区協議会の下に「都区のあり方検討委員会」を設置すること

を決定し、平成１９年１月３１日に第１回の委員会及び幹事会の合同会議が開

催された。 
 
２．検討事項 
（１）都区の事務配分に関すること 
（２）特別区の区域のあり方に関すること 
（３）都区の税財政制度に関すること 
（４）その他、都区のあり方に関して検討が必要な事項 
 
３．委員会構成 
（都側）４名：副知事（３名）、総務局長 
（特別区側）４名：特別区長会会長（大田区長）、特別区長会副会長（江戸川区

長、文京区長）、特別区長会事務局長 
 
４．幹事会の設置 
委員会に専門的な事項を検討させるため幹事会を置く。 

 
５．幹事会構成 
（都側）７名：総務局長、総務局行政部長、総務局行政改革推進部長、 

財務局主計部長、知事本局自治制度改革推進担当部長、 
総務局都区制度改革担当部長、総務局参事 

（区側）７名：墨田区長、港区長、練馬区長、大田区助役、豊島区助役、 
北区政策経営部長、特別区長会事務局次長 

 
６．今後のスケジュール 
今後概ね２年間をかけて都区のあり方を検討し、平成２０年度の第４四半期

には、これからの都区のあり方の基本的な方向についてとりまとめる予定。 



 
 

７．委員会の庶務 
都総務局行政部及び特別区長会事務局 

 
 
 












